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法人企業の別表を作成する［法人税・地方税編］、
その添付資料を簡単に作成できる［内訳書・概況書編］、
さらには、個人の所得税申告をカバーする［所得税編］まで、
それぞれの申告に対応した各種申告奉行シリーズ、新登場。

法人企業の別表を作成する［法人税・地方税編］、
その添付資料を簡単に作成できる［内訳書・概況書編］、
さらには、個人の所得税申告をカバーする［所得税編］まで、
それぞれの申告に対応した各種申告奉行シリーズ、新登場。

IT革命は、�
奉行シリーズ�

しんこくぶぎょう�

申告奉行2000［内訳書・概況書編］
●98，000円

申告奉行2000［所得税編］
●98，000円

申告奉行2000［法人税・地方税編］
●250，000円

【法人税・地方税編/所得税編】

本体

メモリ

ディスプレイ

解像度

プリンタ

Pentium相当以上を搭載したWindowsMe/2000/98/95/NT4.0が
稼働するコンピュータ（PentiumⅡ以上を推奨）

32MB以上（64MB以上を推奨）

本体に接続可能でWindowsMe/2000/98/95/NT4.0に対応したディスプレイ

1024×768以上を推奨

WindowsMe/2000/98/95/NT4.0で使用可能なレーザープリンタ
（B4対応レーザープリンタを推奨。使用するプリンタによって
印刷できる用紙が異なります。）

OS

日本語変換システム

マウス

ハードディスク

ディスクドライブ

WindowsMe/2000/98/95/NT4.0

WindowsMe/2000/98/95/NT4.0に対応した日本語変換システム

WindowsMe/2000/98/95/NT4.0で使用可能なマウス

法人税・地方税編　15MB以上必要（データは除く）

所得税編　35MB以上必要（データは除く）

CD-ROMドライブ必須　FDドライブ1台以上必要
〈ご注意〉※必要メモリ容量、ハードディスク容量はシステム環境によって異なる場合がありますのでご注意ください。※より快適な環境にて
動作させる為に、より多くのメモリを搭載することをお奨めします。※本製品ではWindowsMe/2000/98/95/NT4.0は含まれておりません。

■適応機種

「申告奉行2000［法人税・地方税編］」または「申告奉行2000［所得税編］」を使用するためには、以下の機器が必要です。
※「申告奉行2000［法人税・地方税編］」LANPACKについては「LANPACK for Windows NT」カタログをご覧下さい。

【内訳書・概況書編】

PentiumⅡ以上を搭載したWindows2000、WindowsNT4.0（ServicePack4以降が必要）
またはWindowsMe/2000/98/95が稼動するコンピュータ（PentiumⅢ500MHz以上を推奨）

64MB以上（128MB以上を推奨）

本体に接続可能で、WindowsMe/2000/98/95/NT4.0に対応したディスプレイ

1024×768以上を推奨

WindowsMe/2000/98/95/NT4.0で使用可能なレーザープリンタ（B4対応レーザープリンタ推奨）

WindowsMe/Windows2000/Windows98/95/NT4.0（ServicePack4以上）

InternetExplorer4.01ServicePack1以降
※本製品にはInternetExplorer5.01がCD-ROM内に収録されています。インストール
されていない場合はこちらをご利用いただけます。このソフトウェアがインストール
されていない場合、本製品のセットアップが正常に行われませんのでご注意ください。

本製品はデータベースとして、SQLServer7.0と互換のあるMSDE（Microsoft Data
Engine）を採用しています。以下の点をご注意ください。※MSDEは、データベース
領域として最大2GBまで使用可能です。※本製品のデータベースとしてSQLServer7.0
を使用される場合、SQL Serverの1クライアントライセンスが消費されますのでご注
意ください。※MSDEおよびSQLServer7.0のセットアップ時に指定する並び替え順は
「バイナリ順」のみサポートしています。※本製品をインストールされると、MSDEに
対応したODBCのファイルバージョンに書き換わります。※SQLServer6.5がインスト
ールされているコンピュータにはインストールできませんのでご注意ください。

WindowsMe/2000/98/95/NT4.0に対応した日本語変換システム

WindowsMe/2000/98/95/NT4.0で使用可能なマウス

125MB以上必要(データは除く)

CD-ROMドライブ必須　　FDドライブ1台以上必須

〈ご注意〉※必要メモリ容量、ハードディスク容量はシステム環境によって異なる場合がありますのでご注意ください。※快適にご利用いた
だく為により高スペックのCPUを搭載したコンピュータ、並びにより多くのメモリ搭載をお奨めします。※より安定した動作環境を維持す
るために、圧縮ドライブ（フォルダ）での運用はお避けください。※本製品にはWindowsMe/2000/98/95/NT4.0は含まれておりません。

データベース

日本語変換システム

マウス

ハードディスク

ディスクドライブ

本体

メモリ

ディスプレイ

解像度

プリンタ

OS

必要なソフトウェア

「申告奉行2000［内訳書・概況書編］」（スタンドアロン）をご使用いただくためには、以下の機器が必要です。
※LANPACKについては「LANPACK for Windows NT」カタログをご覧下さい。

申告奉行2000 ［法人税・地方税編］
LANPACK for WindowsNT

申告奉行2000 ［内訳書・概況書編］
LANPACK for WindowsNT

LANPACK with SQL7.0   
●3クライアント …………………………440,000円
●5クライアント …………………………580,000円
●10クライアント ………………………780,000円
●20クライアント ……………………1,080,000円

LANPACK SQL7.0   
●3クライアント …………………………280,000円
●5クライアント …………………………380,000円
●10クライアント …………………………480,000円
●20クライアント …………………………580,000円

●3クライアント …………………………680,000円
●5クライアント …………………………880,000円
●10クライアント ………………………1,080,000円
●20クライアント ………………………1,380,000円

【所得税編】【内訳書・概況書編】
最大1,000件

内訳書16種類（＋その他の科目の内訳書5
種類）概況書12業種

製造業・修理業、卸売業、小売業、建設業、
運送業、サービス業（修理業を除く）、料理
店業・飲食店業、旅館業、鉱業・農業・漁
業等、金融業・保険代理業、不動産業、他
の分類に属さない業

12桁

1内訳書あたり最大9,999件

主要項目による明細順序の並べ替え
主要項目ごとの小計出力
個別記入条件に該当しない明細の一括

法人登録件数

帳票

業種

金額桁数

内訳書明細件数

内訳書明細操作

※データ容量につきましては以下の「データベース」欄をご参照ください。

■処理スペック
【法人税・地方税編】

普通法人、人格のない社団等、公益法
人等、協同組合等（外国法人、特定の
医療法人は除く）

最大1,000件

999事務所
（分割基準は従業者数に限ります）

青色・白色／確定・修正・中間

12桁（所得金額11桁）

適応法人

法人登録件数

分割法人数

申告区分

データ桁数

最大1,000人

10桁

100件

100件

50件

50件

50件

50件

50件

50件

50件

50件

申告者登録件数

データ桁数

減価償却内訳件数

不動産収入内訳件数

損害保険料控除

社会保険料控除

生命保険料控除

雑損控除

寄付金控除

扶養控除

事業専従者控除

源泉徴収税額

申告奉行共通カタログ

このカタログは、申告奉行シリーズの共通カタログです。それぞれの製品をお買い求めください。

ぜひ保守契約に加入ください！！
保守契約に加入しておけば、年に数回の税制改正がある度に無償で対応
プログラム送付いたしますので、安心して申告業務をすることができます。

※記載価格は税抜きの価格です。
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相手の情報を表示して的確処理

OBC奉行シリーズを使えば、
こんな環境も簡単に
構築できます。

例えば

出張費も帰りの車中から
精算完了

出納帳入力Webシステムと勘定奉行を使って、外出先や各拠点から

インターネットのWeb画面で金額を入力することで、勘定奉行に仕訳

データとして受け入れることができます。

勤怠管理もインターネット上で
報告・処理

勤怠入力Webシステムと就業奉行、給与奉行を使うことで、各地に点在

している営業所の勤怠情報をWeb画面を通して本社に集中、リアルタイム

に勤怠情報が確認でき、給与計算の効率化を実現します。

交渉の場から在庫確認、
契約と同時に受注伝票を送信

売上・受注伝票入力Webシステムと商奉行を使うことで、モバイルパソ

コン、携帯端末(iモード・J-スカイ)を利用して、お客様の事務所にいな

がら在庫の確認や売上・受注伝票の送信が可能になります。

世界中に発信できる
インターネットショップ

EC奉行を使うことで、これまで専門知識が必要だったWebサイト構築

を、簡単・低コストに実現できますので、自社独自のショップがすぐオー

プンできます。

相手の情報を
表示して的確処理

CTIシステムと顧客奉行を使うことで、お客様からの電話と同時に顧客

情報を表示します。対応のスピードアップとお客様への安心感を提供

できます。

交渉の場から在庫確認、
契約と同時に

受注伝票を送信

世界中に発信できる
インターネットショップ

デリバリサービス
すでに蓄積された顧客データを分析して、顧客別にピンポイント

で販売活動を展開。ワントゥワンマーケットを実現します。

（DM、Eメール等を活用）

オンラインで銀行取引

OFFICE BANKを使うことで銀行窓口に足を運ぶことなくオンライン

で取引をすることができます。さらに奉行シリーズと連携することで、

勘定奉行への入金データの受け入れ、蔵奉行の仕入伝票からの支払データ

の送信や、給与計算からの給与データの送信がダイレクトに行えます。

●JCB利用明細ダウンロード

JCBカード明細照会サイト「MyJCB」から利用明細データをダウン

ロードし、勘定奉行で受け入れることで仕訳を自動作成すること

ができます。

2

インターネットの普及は、ビジネスのスタイルを根本から変えようとしています。押し寄せる情報を

正確に処理し、リアルタイムでより多くの顧客に発信するなど、

インターネットを制するものが、次の時代を制することができるのです。

どこにいても、どこからでも常に一人一人が情報の中心として

機能するシステム、つまりは「ネットコミュニケーション」が、

最も重要な鍵となります。OBC奉行シリーズは、

スタンドアロン環境からLAN、インターネット環境にいたるまで、

それぞれのシーンで求められる環境を的確にサポートいたします。

ワークフローシステム
コンピュータ上で電子認証を
行なうシステム

情報を活用する

インターネット環境

オンラインで
銀行取引

出張費も帰りの
車中から精算完了

勤怠管理も
インターネット上で
報告・処理

1
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4

・申告書－所轄の税務署長宛に提出�
・納　付－所定の銀行などに納付�

■貸借対照表�
■損益計算書�
■資本積立金の増減に関する明細書�

法人の場合�

5月31日申告・納付期限� 11月30日申告・納付期限�

前年度� 本   年   度   会   計   期   間�

5月�

決

算

期

末

日

�

翌
事
業
年
度
開
始�

中

間

決

算

�

3/31

■事業税・道府県民税�
・申告書－各事業所の有する�
　　　　　都道府県長宛に提出�

・納　付－EBシステムを導入すれば、�
　　　　　所定の銀行などにらくらく�
　　　　　オンライン振込�

■市町村民税�
・申告書－各事業所の有する�
　　　　　市町村長宛に提出�

・納　付－EBシステムを導入すれば、�
　　　　　所定の銀行などにらくらく�
　　　　　オンライン振込�
�

■仮決算による中間申告�
�

   ・貸借対照表�
   ・損益計算書�
�

�

�

�

�

■前年度実績による予定申告�

・別表十七�
・第七号様式�
・第二十号の三様式�
�

株主総会で承認さ
れたものが「確定
した決算」となり
ます。�

申告奉行2000�
[法人税・地方税編]を�

利用すれば、当期利益等が
決定していなくても、�
確定した部分の別表から�
先行しての作成が�
可能です。�

個人の場合�

前年度� 1月� 3月15日申告・納付期限�2月� 3月�

翌
事
業
年
度
開
始�

各種資料の作成�

青色申告決算書�
＋�

確定申告書�
（青色）�

収支内訳書�
＋�

確定申告書�
（白色）�

または、�

12/31までの�
個人所得の確定�

・事業所得�
・不動産所得�
・利子所得�
・配当所得�
・給与所得�
・雑所得�
・譲渡所得�
・一時所得�
・退職所得�
・山林所得�
・株譲渡所得�
　　　　……�
 

法
人
税
申
告
納
期�

地
方
税
申
告
納
期�

中
間
申
告
納
期�

申
告
期
限�

■勘定科目内訳明細書�
■法人事業概況説明書�

・勘定科目内訳書等�
�
�
�

株主総会�

4月� 9月�

例 : 会計期間4月1日～3月31日の場合
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本格的税務申告システムのデファクトスタンダードとして、
多くの企業の経理部門や税理士・公認会計士事務所から
圧倒的な支持をいただいている「申告奉行」シリーズが、
またしても進化を遂げました。最新のWindows環境をフル活用、
多種多様な企業の複雑な税務体系に幅広く対応する
優れた基本性能はそのままに、税務申告を知り尽くした
OBCならではの独創機能もさらに進化。
申告書そのままの画面に手書き感覚で入力できる
「リアルイメージ入力」も、ますます使いやすくなりました。
余裕の拡張性、ネットワーキング完全対応など、
まさに使う人の理想を実現した次世代の基幹業務システムとして、
多くの企業の経理部門や税理士・公認会計士事務所にジャストフィット。
さあ、税務申告システムの次世代の扉を「申告奉行」シリーズで開きましょう。

あの使いやすさが、速さが、ネットワーク力が、
さらに進化を遂げた、｢申告奉行2000｣シリーズが、
21世紀の税務申告システムの扉を開きます。

今までのWindows製品にはない操作方法として、キーボード上のファンクシ
ョンキーでジョブの切り替えを実現しました。ファンクションキーの表示は、
「上配置表示」「下配置表示」も選択することができます。キー操作あるいはマ
ウスでクリックすることにより、ツールバー感覚で操作することができます。

Windowsファンクション
（特許第3015862号、実用新案登録済第3020226号）

上配置

下配置

リアル
イメージ入力

データを入力する時の画面は、各種帳
票のイメージをそのまま画面に再現し
た『リアルイメージ入力』になってい
ます。手書き処理からの移行にも違和
感がなく、操作性も簡潔です。

あの使いやすさが、速さが、ネットワーク力が、
さらに進化を遂げた、｢申告奉行2000｣シリーズが、
21世紀の税務申告システムの扉を開きます。

誰でもすぐに使える快適な操作性と信頼性、
そして最先端の機能を両立した、「申告奉行2000シリーズ」ならではの独創機能の数々。

■統合型基幹業務システム（奉行シリーズ間のデータ連動）
奉行2000シリーズ同士での統合システム環境の構築ができ、データ連動させ
る環境をサポートします。将来的にすべての業務のシステム化をお考えの方に
も安心して導入いただけます。
また、申告奉行2000[内訳書・概況書編]では、「勘定奉行2000」「建設奉行
2000」で作成した補助科目内訳表データや、販売・仕入管理ソフト「商奉行
2000」「蔵奉行2000」で作成した・売掛金・買掛金残高一覧表データを受け入
れ、内訳書を自動作成します。さらに、申告奉行2000[法人税・地方税編]と併用
することにより、法人税申告書から添付書類まで一貫して作成することできます。

※各ソフトは別売りです
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■引当金・配当金の有利な計算基準を自動算定可能
貸倒引当金・賞与引当金・受
取配当金の有利な計算基準
を、自動的に算定するよう指
定可能です。

■入力項目欄を画面上で色分け
申告書入力画面上で、どの項目に
入力すればよいのか一目でわかる
よう、入力項目欄は白色、計算項
目欄は水色、上書項目欄は薄緑色、
上書訂正項目欄は薄黄色というよ
うに色分けされ、作業効率のアッ
プを実現しています。

■法人税別表の検算確認
申告書入力の最中でもその場ですぐ
検算画面を表示させることができ、
確認に時間がかかりません。

■縦横挿入削除
入力明細が多い申告書で途中で
一行挿入したい、などといった
場合もすぐに対応できます。も
ちろん削除も可能です。

■複数の申告書画面の同時表示が可能
複数の申告書入力画面を同時に
表示することができますので、
関連する要素を見比べながら処
理することができます。

■データ入力の計算結果を自動表示
データ入力による計算結果は自動的に表示されるため、合計額をリアルタイム
で確認しながら、的確な申告書データの入力が行えます。

■必要な項目は必要に応じて上書入力
別表間で連動するデータはリアルタイムに自動計算されますが、例外的な別表
の金額がある場合など必要に応じて上書入力することができます。
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リアルイメージ入力
■進化したリアルイメージ入力
処理画面は、別表そのままを画面に再現したリアルな

イメージ。さらにリアルに進化した画面で手書きからの移行にも
違和感がなく、操作は誰にでも簡単に、間違いなく行えます。定評
あるイージーオペレーション性能に、さらに磨きがかかりました。

6

各種便利機能

なるほど、と納得のカンタン操作で、
これほど、と感心の自動処理。

ダイレクト入力 ■実務に合わせた手順通りに画面が切り替わる
ダイレクト入力機能搭載

企業ごとに異なる帳表の種類を自由に設定可能。また、実務に
合わせた入力手順も自由に設定可能で、設定された帳表は設定
された順番通りに処理画面がダイレクト
に移行するため、申告書データをスムー
ズに入力することができます。

別表そのままのイメージを画面に再現、
まさに手書き感覚そのもので入力できる「リアルイメージ入力」など、
圧倒的な使いやすさが自慢の多彩な独創機能にもますます磨きがかかりました。
複雑な税務申告業務を、導入したその日からどんどん自動集計・自動処理します。

申告書入力申告書入力
すべてに卓越した、使いやすさ。
すべての性能は、プロのために。
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マスター登録

事務所又は事業所に関する基本データを登録します。

申告書入力の入力順序、法人税および地方税の計算方法を設定します。入力順序については、あら
かじめ標準の入力順序が設定されていますが、必要に応じて変更可能です。

法人基本情報

法人名、事業年度、申告区分など、
法人の基本情報を登録します。

●顧問先ごとに使用別表の設定が可能。
企業ごとに異なる別表の種類を、あらかじめ自由に設定可能。必要のない別表を処理する手間が省
け、入力の効率化が実現します。

●法人税計算設定
仮払税金の記載方法については3つのパターンから、納税充当金の記載方法については2つのパターンから自由に選べ、最適なパターンを選択可能です。

●地方税計算設定
地方税の還付税額と納付税額の記載方法について、別建ててするか通算するかを選択可能です。

事業所登録

5

市町村登録

あらかじめ全国の市町村が登録されていますので、特に
入力の必要はありません。合併、市・町制施行、名称変
更等があった場合に追加・修正・削除を行います。

入力順設定

申告奉行2000［法人税・地方税編］は、
複雑な法人税・地方税申告書への完全対応とデータ連動を実現。
マスター登録もいっそうスムーズで、導入したその日から
使いこなせる優れた基本性能にも、いっそう磨きがかかりました。

［入力順序］

［計算方法］

導入処理導入処理

地方税から法人税への連動方法

通算しない

通算する

法人税割額及び均等割額に、中間納付によって還付すべき税額が発生した場合、
別表五（二）への連動を納付分と還付分とに分けて別建てで連動します。

法人税割額及び均等割額に、中間納付によって還付すべき税額が発生した場合、
別表五（二）への連動を納付分と還付分とを通算して連動します。

相殺しない

相殺する

納付すべき法人税割額が還付となる場合に、還付される法人税割額と納付
すべき均等割額とを別建てします。

納付すべき法人税割額が還付となる場合に、還付される法人税割額と納付
すべき均等割額とを相殺します。

地方税の相殺の有無

パターン1

パターン2

別表五（二）④に入力された仮払経理により納付した法人税及び住民税を、別表四の加算
欄「2」～「4」に含めて加算し、減算欄で「仮払税金認定損」として減算します。

別表五（二）④に入力された仮払経理により納付した法人税及び住民税を、別表四の加算欄で
「仮払税金認定損否定額」として別建てで加算し、減算欄で「仮払税金認定損」として減算します。

パターン3
別表五（二）④に入力された仮払経理により納付した事業税及びその他の税額だけを、別表四
の減算欄で「仮払税金認定損」として減算します。法人税及び住民税の仮払経理による納付金
額は、別表四に影響させません。

仮払税金の記載方法

パターン1

別表五（二）③に入力された充当金取崩しにより納付した事業税及びその他の税額だけ
を、別表四の減算欄［13］から減額します。

法人税及び住民税の充当金取崩しによる納付金額は、別表四に影響させません。

パターン2
別表五（二）③に入力された充当金取崩しによる納付した法人税及び住民税を、別表四の加算
欄［2］～［4］に含めて加算し、減算欄［13］から事業税及びその他の税額と一緒に
減額することにより、その所得に増減がなかったことにします。

納税充当金の記載方法

●所得の内訳書
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8

●データ連動で効率的に申告書作成が可能
▼別表間で連動する項目のデータは随時自動計算され、二重入力の必要がありません。
▼自動計算された項目のデータは、必要に応じて上書き処理で変更可能で、例外的な別表作成にも
フレキシブルに対応します。
▼地方税の申告書作成も、事業所情報などを入力すれば、別表から連動して自動計算されます。

総括表

総括表

内訳明細書

内訳明細書

税
額
の
計
算

所
得
金
額
の
計
算

利
益
積
立
金
額
の
計
算

別表一（一）

所得の金額 試験研究費等の法人税額の
特別控除

別表六（六）（八）

土地譲渡利益課税額 別表三（二）～（六）

同族会社の判定 別表二

留保金課税額 別表三（一）

所得税額控除 別表六（一）

欠損金または災害損失金 別表七

受取配当等の益金不算入額 別表八

引当金 別表十一（一）～（三）

寄附金の損金不算入額 別表十四

交際費等の損金不算入額 別表十五

新規取得土地等に係る
累積損金不算入負債
利子額の損金算入額

別表十五の二

減価償却額
別表十六

（一）（二）（五）

租税公課

地方税

別表五（二）

算出税額

特別税額控除

別表四

当期利益（欠損）の額

申告調整
（加算・減算）額

所得（欠損）金額

別表五（一）

期首現在額

期中増減額

当期利益処分等
増減額

期末現在額

土地譲渡利益課税額

留保金課税額

税額控除

所得に対する法人税

基本情報入力 申告書入力方法は2通りから選択可能
あらかじめ設定した入力順序にしたがって申告書画面がつぎつぎに
自動表示される「連続入力方式」か、または法人税メニューまたは
地方税メニューから入力する申告書のメニューをその都度選択でき
る「単独入力方式」を自由に選ぶことができます。

■連続入力方式
あらかじめ設定した入力順序にしたがって申告書画面がつぎつぎに自動
表示されますので、スムーズな流れで、効率よく申告作業が可能です。

■単独入力方式
法人税メニューまたは地方税メニューから、入力する申告書のメニ
ューをその都度選択できます。部分的な修正など、必要に応じた申
告作業がその都度可能です。

付表

別表ニ

別表六（一）付表

別表六（八）

別表六（二十二）

別表三（一）

法人税申告書のデータ連動

法人税申告書のダイレクト移行

■ダイレクト入力機能
メニュー画面を経由せず、別表から別表へ、実務上の手順どおりに処理画面が
ダイレクトに移行。さらに、ダイレクトジャンプ機能を搭載し、任意の別表に
自由に移行することも可能。スピーディでスムーズなデータ入力を実現します。

■企業ごとに異なる帳表の種類を自由に設定
企業によって異なっている帳表の種類を自由に選択できます。多くの顧問企業
を抱える会計事務所でもきめ細かな対応が可能です。

■入力手順も自由に設定可能
担当者が作業しやすいよう、実務に合わせた手順が標準でセットされています。
さらに、順番を最大50表まで設定できますので、より効率的な申告作業を実現
します。

別表六（六）

別表一（一）または別表一（二）

※合成画面です。

※画面は別表一（一）です。

繰延消費税額等 別表十六（八）

7

入力手順も、設定自在。
入力メニューも、自由に選べる。

法人税 申告書のダイレクト移行順

別表五（ニ）

別表十六（一）

別表十六（ニ）

別表十六（五）

別表十六（六）

別表十六（八）

特別償却の付表（十八）

特別償却の付表（二十一）

別表十五

別表十五のニ

別表十一（一）付表

別表十一（ニ）

別表十一（一）

別表十一（三）

別表十一（三）付表

別表十一（三）

別表八

別表六（一）

別表十四

別表七

別表三（ニ）

別表三（三）

別表三（四）付表

別表三（四）

別表三（五）

別表三（六）
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別表四

特別償却の付表（四）

減価償却システム「償却奉行
2000」で作成した資産明細デー
タを、別表十六(一)、別表十六(二)、
別表十六(五)データとして受け入
れることができます。

償却奉行2000と連動

申告書入力は、入力手順を「連続入力方式」「単独入力方式」から選べるのはもちろん、
お客様の作業手順にあわせて自由に設定が可能です。

法人税申告処理法人税申告処理
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税 効 果 会 計

予　定　申　告

もちろん、予定申告や税効果会計にも対応。
さすがの、きめ細やかさです。

■予定申告
中間申告の際に、前年度実績による予定申告書を作成することができ
ます。別表十七・第七号様式・第二十号の三様式の作成が可能です。

■予定申告基礎情報
予定申告書を作成
するために必要な
前事業年度の申告
の基礎情報がまと
められています。

■税効果会計による調整額の計算
企業会計の立場から法人税等を妥当な額に調整し、資産または負債として繰
延税金を計上するために、税効果会計による調整額を計算します。また、税
効果会計による調整額は、別表四及び別表五(一)に連動することができます。

■仕訳伝票作成
税効果会計による調整額に基づいた税効果仕訳を、仕訳
伝票として作成します。作成された仕訳伝票は、財務会
計システム「勘定奉行2000」または「建設奉行2000」
で受け入れることができます。

■第二十号の三様式■別表十七

■第七号様式

税効果基礎情報

別表四
別表五（一）

税効果仕訳転送
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国際会計基準の導入に伴う「税効果会計」にも、もちろん対応。
中間申告時のための「予定申告書」も作成可能など、新時代の税制にもいち早く対応しています。
さらに、税効果仕訳にもとづく仕訳伝票も作成可能で、
「勘定奉行2000」「建設奉行2000」で受け入れることができます。

予定申告・税効果会計予定申告・税効果会計

地方税 申告書のダイレクト移行順

地方税基礎情報

第六号様式別表四の三

第六号様式別表四の四

第九号の二様式

第ニ十号様式

第十号様式

第六号様式

第六号様式別表九

第ニ十ニ号のニ様式
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■道府県民税・事業税の納付
第六号様式に入力されているデータから自
動連動して、道府県民税・事業税の納付デー
タを簡単に作成できます。
また、奉行シリーズ対応のEBシステムを同
じマシンにセットアップしていれば、直接
特定の銀行へデータ送信が可能です。

※予定申告額を納付する場合には、［予定申告］メニュ
ーの第七号様式からデータ連動します。

■市町村民税の納付
第二十号様式に入力されているデータから
自動連動して、市町村民税の納付データを
簡単に作成できます。
また、奉行シリーズ対応のEBシステムを同
じマシンにセットアップしていれば、直接
特定の銀行へデータ送信が可能です。

※予定申告額を納付する場合には、［予定申告］メニュ
ーの第二十号の三様式からデータ連動します。

地方税申告書のダイレクト移行

■地方税から法人税への連動方法が選択可能
地方税の計算結果を別表五（二）へ連動する際、還付
される税額と納付する税額とを通算するかしないかを
選択できます。また、第六号様式および第二十号様式に
おいて、還付される税額と納付すべき税額とを相殺す
るかしないかを選択できます。

■ワンタッチで都道府県検索可能
都道府県の切り替えに際して、〈Space〉キーを押すこ
とによってワンタッチで事業所登録で登録済みの都道
府県を検索できます。

地方税から法人税への連動、
入力手順が思いのままに選択可能。

EB処理

法人税申告書入力と同様に、多彩な入力手順の設定が可能。
さらに地方税から法人税への連動方法も選択可能なので、
きめ細かな対応が自慢です。

※対応EBシステム、金融機関については、最寄の事業
所までお問い合わせください。

地方税申告処理地方税申告処理
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別表一（一） 別表四 別表五（一）

別表十一（一）

〈地方税出力帳表〉

申告奉行2000［法人税・地方税編］出力帳表サンプル

〈法人税出力帳表〉
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多種多様な申告書を、ダイレクトプリント。
そのまま、申告できます。

■申告に必要な別表、全52表を網羅
法人税・地方税の申告に必要な、法人税38別表・地方税10様式、納付税額一覧
表など内訳書4表、合計52表を網羅して出力可能です。

■印刷プレビュー機能搭載
あらゆる印刷帳表を、印刷前に画面上で実際の印刷帳表とまったく同じイメージ
で確認できる機能です。印刷結果を事前に確認できるため、出力作業を効率化で
きます。また、入力画面からそのまま印刷できます。

■帳表はレーザープリンタで白紙単票に迅速出力
帳表はすべて高速・静粛・高品質印字のレーザープリンタで、白紙用紙（単票）に
コピー感覚で印刷されます。税務署、都道府県（統一様式）の様式に準拠していま
すので、そのまま提出することができます。また別表一（一）についてはＫＳＫ
（国税総合管理）試行署のOCR用紙に直接印刷することができます。さらに、下書き
用の記入用紙を印刷することも可能です。

■使用別表の一括印刷が可能
別表の出力は、顧問先企業ごとに使用している別表を
一括して印刷することができます。
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■メニュー

■機能
（1）法人選択

（2）法人データ削除

（3）新規データ作成

（4）法人データ読込

（5）データ領域変更

（6）法人パスワード登録

（7）権限登録

（1）ユーザー登録

（2）法人権限登録

（0）終了

■地方税
地方税基礎情報

第六号様式

第六号様式別表四の三

第六号様式別表四の四

第六号様式別表九

第九号の二様式

第十号様式

第二十号様式

第二十ニ号の二様式

■予定申告
予定申告基礎情報

別表十七

第七号様式

第二十号の三様式

■オプション
（1）次表へ

（2）前表へ

（3）入力方式の変更

（4）法人税検算確認

（5）フォントの指定

（6）システム設定

■ウィンドウ
（1）重ねて表示

（2）上下に並べて表示

（3）左右に並べて表示

（4）アイコンの整列

（5）すべてのウィンドウを閉じる

■ヘルプ
（1）トピックの検索

（2）ヘルプの使い方

（3）バージョン情報

■申告書印刷
（1）連続印刷

（2）OCR用紙への印刷

■管理帳表
（1）納付税額一覧表

（2）事業税・道府県民税内訳明細書

（3）市町村民税内訳明細書

（4）繰入超過額・不足額一覧表

■随時処理
（1）データコピー処理

（2）繰越処理

（3）償却奉行データ受入

（4）税効果会計

（1）税効果基礎情報

（2）仕訳伝票作成

■EB処理
（1）EB処理基礎情報

（2）道府県民税・事業税データ作成

（3）市町村民税データ作成

■法人税
別表一（一）または（二）

別表二

別表三（一）

土地譲渡関連

別表三（二）

別表三（三）

別表三（四）

別表三（四）付表

別表三（五）

別表三（六）

付表

別表四

別表五（一）

別表五（二）

別表六（一）

別表六（一）付表

別表六（六）

別表六（八）

別表六（二十二）

別表七

別表八

別表十一（一）

別表十一（一）付表

別表十一（二）

別表十一（三）

別表十一（三）付表

別表十四

別表十五

別表十五の二

別表十六（一）

別表十六（二）

別表十六（五）

別表十六（六）

別表十六（八）

特別償却の付表（四）

特別償却の付表（十八）

特別償却の付表（二十一）

■マスター
（1）法人基本情報

（2）事業所登録

（3）市町村登録

（4）入力順設定

別表五（二）

管
理
帳
表

地
方
税

法
人
税

別表一（一）

別表一（二）

別表二

別表三（一）

別表三（二）

別表三（三）

別表三（四）

別表三（四）付表

別表三（五）

別表三（六）

付表

別表四

別表五（一）

別表五（二）

別表六（一）

別表六（一）付表

別表六（六）

別表六（八）

別表六（二十二）

各事業年度分の申告書（普通法人（特定の医療法人を除く）及び人格のない社団等の分）

各事業年度分の申告書（公益法人等及び協同組合等の分）

同族会社の判定に関する明細書

同族会社の留保金額に対する税額の計算に関する明細書

土地の譲渡等に係る譲渡利益金額に対する税額の計算に関する明細書

短期所有に係る土地の譲渡等に係る譲渡利益金額に対する税額の計算に関する明細書

超短期所有に係る土地の譲渡等に係る譲渡利益金額に対する税額の計算に関する明細書

超短期所有に係る土地の譲渡等に係る課税土地譲渡利益金額の合計額の計算に関する明細書

課税除外とされる短期所有に係る土地等（面積1,000平方メートル以上のもの）の譲渡に係る対価の額等に関する明細書

課税除外とされる短期所有に係る土地等（面積1,000平方メートル未満のもの）の譲渡に係る対価の額等に関する明細書

課税除外とされる土地等の譲渡が公募要件に該当する事実を証明する明細書

所得の金額の計算に関する明細書

利益積立金額の計算に関する明細書

租税公課の納付状況等に関する明細書

所得税額の控除及びみなし配当金額の一部の控除に関する明細書

繰越所得税額控除限度超過額を有する場合の所得税額の控除に関する明細書

試験研究費の額が増加した場合等の法人税額の特別控除に関する明細書

電子機器利用設備を取得した場合等の法人税額の特別控除に関する明細書

中小企業者等が機械等を取得した場合等の法人税額の特別控除に関する明細書

（1）納付税額一覧表

（2）事業税・道府県民税内訳明細書

（3）市町村民税内訳明細書

（4）繰入超過額・不足額一覧表

別表七

別表八

別表十一（一）

別表十一（一）付表

別表十一（二）

別表十一（三）

別表十一（三）付表

別表十四

別表十五

別表十五の二

別表十六（一）

別表十六（二）

別表十六（五）

別表十六（六）

別表十六（八）

別表十七

特別償却の付表（四）

特別償却の付表（十八）

特別償却の付表（二十一）

欠損金又は災害損失金及び私財提供等があった場合の欠損金の損金算入に関する明細書

受取配当等の益金不算入に関する明細書

貸倒引当金の損金算入に関する明細書

個別評価する金銭債権に関する明細書

返品調整引当金及び賞与引当金の損金算入に関する明細書

退職給与引当金の損金算入に関する明細書

昭和55年改正令経過措置適用法人に係る退職給与引当金の累積限度額の計算に関する明細書

寄附金の損金算入に関する明細書

交際費等の損金算入に関する明細書

新規取得土地等に係る累積損金不算入負債利子額の損金算入に関する明細書

定額法又はリース期間定額法による減価償却資産の償却額の計算に関する明細書

定率法による減価償却資産の償却額の計算に関する明細書

繰延資産の償却額の計算に関する明細書

一括償却資産の損金算入に関する明細書

資産に係る控除対象外消費税額等の損金算入に関する明細書

法第七十一条第一項の規定による予定申告書

中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却の償却限度額の計算に関する付表

中小企業者の機械等の特別償却の償却限度額の計算に関する付表

特定情報通信機器の即時償却の償却限度額の計算に関する付表

第六号様式 各事業年度分の道府県民税・事業税の申告書

第六号様式別表四の三 均等割額の計算に関する明細書

第六号様式別表四の四 利子割額の控除・還付に関する明細書

第六号様式別表九 前5年以内の欠損金の控除明細書

第七号様式 各事業年度分の道府県民税・事業税の予定申告書

第九号の二様式 利子割額の都道府県別明細書

第十号様式 課税標準の分割に関する明細書

第二十号様式 各事業年度分の市町村民税の申告書

第二十号の三様式 各事業年度分の市町村民税の予定申告書

第二十二号の二様式 課税標準の分割に関する明細書

そ
の
他

法人基本情報

事業所リスト

地方税基礎情報

予定申告基礎情報

税効果基礎情報

税効果仕訳伝票

■出力帳表一覧

別表十六（二）

別表十一（ニ）

多岐にわたる税務申告に必要な帳表を、スピーディに、美しく出力。
もちろん、レーザープリンタでの出力が可能で、そのまま申告できます。
KSK（国税総合管理）システムにも、対応済です。
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KSK
対応

勘定科目内訳明細書の
データとして受け入れます。

●法人事業概況説明書は、

KSK（国税総合管理）システム試行署のOCR用紙に直接印刷できます。

勘定奉行2000 建設奉行2000

補助科目内訳表データを作成。

売掛金、買掛金残高一覧表データを作成。

商奉行2000 蔵奉行2000

補助科目
内訳表データを
受け入れます。

売掛金・
買掛金残高

一覧表データを
受け入れます。

14

法人事業概況説明書法人事業概況説明書
明細書や法人事業概況説明書の作成も、
な入力支援機能や編集機能でラクラク自動処理。
税総合管理）システム試行署のＯＣＲ用紙に
できるなど、使いやすさは抜群。
と連動させることによって
のデータを勘定科目内訳明細書データとして
な一貫処理システムも実現可能です。

●主要項目による明細順序の並べ替えをはじめとして、主要項目ごとの小計出力、個別記入条件

に該当しない明細をその他の明細として一括するなど、多彩な編集機能を用意しました。

●勘定科目内訳明細書・法人事業概況説明書の入力が負担にならないように、Enterキーを押し

たときの次の入力位置の指定から、科目参照・項目参照・住所検索・金融機関検索など該当

する項目を選択して簡単に入力することができる入力支援機能を搭載しています。

●入力した内訳書データは、テキストデータとしてファイルに転送することや、クリップボード

にコピーすることが可能となっていますので、ワープロや表計算等のアプリケーションで

編集することができます。

申
告
奉
行
2
0
0
0
［
内
訳
書
・
概
況
書
編
］

［
勘
定
科
目
内
訳
明
細
書
／
法
人
事
業
概
況
説
明
書
］

複雑で多岐にわたる勘定科目内訳
「申告奉行2000［内訳書・概況書編］」は、多彩

また、法人事業概況説明書は、ＫＳＫ（国
直接印刷してそのまま提出

さらに、奉行シリーズ
勘定奉行・建設奉行・商奉行・蔵奉行など

受け入れることができ、理想的

⑧支払手形

⑨買掛金（未払金、未払費用）

⑩-1仮受金（前受金、預り金）

⑩-2源泉所得税預り金　

⑪借入金及び支払利子

⑫土地の売上高等

⑬売上高等の事業所別

⑭役員報酬手当等及び人件費

⑮-1地代家賃

⑮-2権利金等の期間中支払

⑮-3工業所有権等の使用料

⑯-1雑益等

⑯-2雑損失等

その他の科目1の内訳書

その他の科目2の内訳書

その他の科目3の内訳書

その他の科目4の内訳書

その他の科目5の内訳書

①預貯金等

②受取手形

③売掛金（未収入金）

④-1 仮払金（前渡金）

④-2 貸付金及び受取利息

⑤棚卸資産

⑥有価証券

⑦固定資産

勘定科目内訳明細書の
データとして受け入れます。

13

勘定科目内訳明細書勘定科目内訳明細書

内訳書
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申告奉行2000［内訳書・概況書編］出力帳票サンプル
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あくまで、美しく。
そのまま、提出。
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■印刷プレビュー機能
勘定科目内訳明細書、法人事業概況説明書などの印刷帳票を、印刷前に画面上で
実際の印刷帳票とまったく同じイメージで確認できる機能です。印刷結果を事前
に確認できるため、出力作業を効率化できます。

■帳票はレーザープリンタで
OCR専用用紙・白紙単票に迅速出力

帳票はすべて高性能・静粛・高品質印字のレーザープリンタで、OCR専用用紙、
白紙用紙(単票)にコピー感覚で印刷されます。

15

■メニュー

■機能
(1)法人選択

(2)法人データ削除

(3)新規データ作成

(4)法人データ読込

(5)データ領域変更

(6)法人パスワード登録

(7)権限登録

(1)ユーザー権限登録

(2)法人権限登録

(0)終了

■マスター
(1)法人基本情報

(2)科目マスター

■内訳書
①預貯金等

②受取手形

③売掛金・未収入金

④-1仮払金・前渡金

④-2貸付金・受取利息

⑤棚卸資産

⑮-3工業所有権等の使用料

⑯-1雑益等

⑯-2雑損失等

その他の科目1

その他の科目2

その他の科目3

その他の科目4

その他の科目5

■概況書

■帳票印刷
(1)内訳書印刷

(2)概況書印刷

■随時処理
(1)データコピー処理

(2)翌年度更新処理

(3)財務データ受入

(4)売掛金・買掛金データ受入

(5)データ修復処理

■オプション
(1)重ねて表示

(2)上下に並べて表示

(3)左右に並べて表示

(4)アイコンの整列

(5)すべてのウインドウを閉じる

(6)内訳書名称設定

(7)フォントの指定

(8)システム設定

⑥有価証券

⑦固定資産

⑧支払手形

⑨買掛金・未払金

⑩-1仮受金・前受金

⑩-2源泉所得税預り金

⑪借入金・支払利子

⑫土地の売上高等

⑬売上高等の事業所別

⑭役員報酬手当・人件費

⑮-1地代家賃

⑮-2権利金等の期中支払

■ヘルプ
(1)トピックの検索

(2)ヘルプの使い方

(3)バージョン情報

そ
の
他

内
　
訳
　
書

■出力帳票一覧
( 1 )法人事業概況説明書（製造業・修理業）

( 2 )法人事業概況説明書（卸売業）

( 3 )法人事業概況説明書（小売業）

( 4 )法人事業概況説明書（建設業）

( 5 )法人事業概況説明書（運送業）

( 6 )法人事業概況説明書（サービス業（修理業を除く））

( 7 )法人事業概況説明書（料理店業・飲食店業）

( 8 )法人事業概況説明書（旅館業）

( 9 )法人事業概況説明書（鉱業・農業・漁業等）

(10)法人事業概況説明書（金融業・保険代理業）

(11)法人事業概況説明書（不動産業）

(12)法人事業概況説明書（他の分類に属さない業）

概
　
況
　
書

法人基本情報　

科目リスト

表紙

①預貯金等の内訳書

②受取手形の内訳書

③売掛金（未収入金）の内訳書

④仮払金（前渡金）の内訳書、貸付金及び受取利息の内訳書

⑤棚卸資産（商品又は製品、半製品、仕掛品、原材料、貯蔵品）の内訳書

⑥有価証券の内訳書

⑦固定資産（土地、土地の上に存する権利及び建物に限る。）の内訳書

⑧支払手形の内訳書

⑨買掛金（未払金、未払費用）の内訳書

⑩仮受金（前受金、預り金）の内訳書、源泉所得税預り金の内訳

⑪借入金及び支払利子の内訳書

⑫土地の売上高等の内訳書

⑬売上高等の事業所別内訳書

⑭役員報酬手当等及び人件費の内訳書

⑮地代家賃等の内訳書、工業所有権等の使用料の内訳書

⑯雑益、雑損失等の内訳書

その他の科目1の内訳書

その他の科目2の内訳書

その他の科目3の内訳書

その他の科目4の内訳書

その他の科目5の内訳書

帳票はすべてレーザープリンタで出力。
必要な帳票を、美しく、スピーディに出力し、そのまま提出可能です。

出力環境・帳票出力環境・帳票
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＜出力帳票選択＞
■帳票選択

確定申告

申告区分

青色申告決算書
収支内訳書

一般用

分離課税用

青色申告

白色申告

イメージ処理用（一般用の確定申告書で、白色申告を
選択したときのみ選択可能項目）

営業

不動産

その他事業

■添付書類
所得の内訳書

医療費控除の内訳書

財産及び債務の明細書

変動所得・臨時所得の平均課税の計算書

分離課税の短期譲渡所得の税額計算書（※）

住宅借入金等特別控除額の計算明細書

株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書（※）

譲渡所得の内訳書

※帳票選択で、「分離課税用」の確定申告を選択した場合にのみ選択可能項目です●添付書類

一般用（白色申告用）一般用（白色申告用）

●収支内訳書(営業)

●収支内訳書(不動産)

●収支内訳書(営業)

●収支内訳書(不動産)

収支入力項目（営業・その他事業の場合）
◆売上（収入）金額の明細
◆仕入金額の明細
◆給料賃金の内訳
◆事業専従者の氏名等
◆利子割引料の内訳（金融機関を除く）
◆地代家賃の内訳
◆税理士・弁護士等の報酬・料金の内訳
◆減価償却費の計算
◆損益計算書
◆平成XX年中における特殊事情

収支入力項目（不動産の場合）
◆不動産所得の収入の内訳
◆給料賃金の内訳
◆事業専従者の氏名等
◆減価償却費の計算
◆借入金利子の内訳（金融機関を除く）
◆修繕費の内訳
◆地代家賃の内訳
◆税理士・弁護士等の報酬・料金の内訳
◆貸付不動産の保有状況
◆損益計算書
◆平成XX年中における特殊事情・保証金等の
運用状況

雑損控除

医療費控除

社会保険料控除

生命保険料控除

損害保険控除

※この画面は合成画面です。

※別途入力画面で実務に沿った手順で必要項目を入力します。

収支内訳書（一般用）収支内訳書（一般用）

●帳票選択

※収支内訳書（その他事業）の入力も可能です。

など
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●青色・白色、いずれの確定申告にもきめ細かく対応
「申告奉行2000[所得税編]は、青色・白色、双方の「確定申告書」を作成可能。さらに
「青色申告決算書」と「収支内訳書」の(一般用)(不動産用)(その他事業)がそれぞれ作成でき、
申告書はもちろん添付書類も完全サポートします。

●決算書・内訳書から確定申告書へのデータ連動を実現
青色申告決算書及び収支内訳書から、確定申告書へのデータ連動を実現。また、平均課税に
も対応し、面倒な提出書類への転記・集計・検算作業を完全に省きました。

●導入2年目以降はさらにラクラク・カンタン
不動産所得についての内訳等、毎年同じ項目の入力をできるだけ軽減するために、導入2年
目以降は繰越処理を行うだけで簡単に資料作成が可能になります。

所得税の確定申告業務のすべてを
一気に効率化します。

「申告奉行2000［所得税編］」は、煩雑になりがちな確定申告書の作成を一気に効率化する為に、
OBCが今まで培ってきたノウハウの結集として誕 生した、プロ使用の所得税申告ソフトです。

所得税確定申告の青色・白色 のいずれの申告にも対応。
さらに、その申告に必要な［一般用］［不動産用］そ れぞれの青色申告決算書や収支内訳書までを

より簡潔に、よりスピー ディに作成可能です。
OBCならではの先進機能がお客様の業 務運営を強力にバックアップします。

●申告者基本情報

●青色申告決算書(営業)

●青色申告決算書(不動産)

一般用（青色申告用）一般用（青色申告用）

●所得金額(分離課税)

●青色申告決算書(営業)

●青色申告決算書(不動産)

※分離課税を選択している場合に入力

確定申告書
〈納める税金の計算〉

青色申告決算書（一般用）青色申告決算書（一般用）

●所得の内訳書

●医療費控除の内訳書

各種添付書類の作成

●申告者情報
●還付される税金の受取場所・税理士
情報

●配偶者・扶養者情報
●青色申告決算書・収支内訳書情報
「営業・不動産・その他事業」より
決算書区分を選択

入力項目（営業・その他事業の場合）
◆月別売上（収入）金額及び仕入金額
◆製造原価の計算
◆給料賃金の内訳
◆専従者給与の内訳
◆利子割引料の内訳（金融機関を除く）
◆地代家賃の内訳
◆税理士・弁護士等の報酬・料金の内訳
◆減価償却費の計算
◆貸倒引当金繰入額の計算
◆青色申告特別控除額の計算
◆損益計算書
◆貸借対照表
◆平成XX年中における特殊事情

入力項目（不動産の場合）
◆不動産所得の収入の内訳
◆減価償却費の計算
◆給料賃金の内訳
◆専従者給与の内訳
◆地代家賃の内訳
◆借入金利子の内訳（金融機関を除く）
◆税理士・弁護士等の報酬・料金の内訳
◆損益計算書
◆貸借対照表
◆平成XX年中における特殊事情・保証金等
の運用状況

※青色申告決算書（その他事業）の入力も可能です。

確定申告確定申告

申告奉行pdf  01.3.15  4:00 PM  ページ19
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申告奉行2000［所得税編］出力帳票サンプルあくまで、美しく。
そのまま、提出。
帳票はすべてレーザープリンタで出力可能。
必要な帳票を、美しく、スピーディに出力し、そのまま提出可能です。
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■印刷プレビュー機能
確定申告書、青色申告決算書・収支内訳書などの印刷帳票を、印刷前に画面上で

実際の印刷帳票とまったく同じイメージで確認できる機能です。印刷結果を事前

に確認できるため、出力作業を効率化できます。

■帳票はレーザープリンタで
OCR専用用紙・白紙単票に迅速出力

帳票はすべて高性能・静粛・高品質印字のレーザープリンタで、OCR専用用紙、
白紙用紙（単票）にコピー感覚で印刷されます。（OCR専用用紙は、KSK対応用
紙です）

■確定申告書のA４用紙への印刷処理
確定申告書を白紙A４サイズへの縮小印刷が可能。税務署の様式をそのまま縮小印

刷するので、控用として使用できます。

■確定申告書、青色申告決算書・収支内訳書、
添付書類の対応帳票の追加

青色申告決算書・収支内訳書では、「その他事業所得」を一般用に出力することが
可能です。
また、以下の添付書類の印刷が可能です。
『所得の内訳書』、『医療費控除の内訳書』、『財産及び債務の明細書』、『変動所得・
臨時所得の平均課税の計算書』、『分離課税の短期譲渡所得の税額計算書』、『住宅
借入金等特別控除額の計算明細書』、『株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明細
書』、『譲渡所得の内訳書』

■メニュー

■機能
(1)申告者選択

(2)申告者データ削除

(3)新規データ作成

(4)申告者データ読込

(5)データ領域変更

(6)一括繰越

(7)会計事務所登録

(8)パスワード登録

(1)製品パスワード登録

(2)申告者パスワード登録

(9)終了

■マスター
(1)申告者基本情報

(2)出力帳票選択

■申告書
(1)確定申告書（一般用）

(2)確定申告書（分離課税用）

■決算書
(1)青色申告決算書（営業）

(2)青色申告決算書（不動産）

(3)青色申告決算書（その他事業）

(4)収支内訳書（営業）

(5)収支内訳書（不動産）

(6)収支内訳書（その他事業）

■随時処理
(1)データコピー処理

(2)繰越処理

■オプション
(1)フォントの指定

(2)システム設定

■ヘルプ
(1)目次

(2)ヘルプの使い方

(3)バージョン情報

■添付書類
(1)所得の内訳書

(2)医療費控除の内訳書

(3)財産及び債務の明細書

(4)変動所得・臨時所得の平均課税の計算書

(5)分離課税の短期譲渡所得の税額計算書

(6)住宅借入金等特別控除額の計算明細書

(7)株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書

(8)譲渡所得の内訳書

■帳票印刷
(1)連続印刷

(2)税務署用紙への印刷

■出力帳票一覧
出力帳票

所得税
確定申告書

青色申告
決算書

収支内訳書

一般用 青色申告用 OCR専用用紙・税務署普通用紙
分離課税用 白色申告用 A3応用用紙（単票）・A4応用用紙（単票）

一般用 OCR用紙・A4応用用紙（単票）

不動産用 OCR用紙・A4応用用紙（単票）

一般用 OCR用紙・A4応用用紙（単票）

不動産用 OCR用紙・A4応用用紙（単票）

添付書類

所得の内訳書 A4応用用紙（単票）

医療費控除の内訳書 A4応用用紙（単票）

財産及び債務の明細書 A4応用用紙（単票）

変動所得・臨時所得の平均課税の計算書 A4応用用紙（単票）

分離課税の短期譲渡所得の税額計算書 A4応用用紙（単票）

住宅借入金等特別控除額の計算明細書 A4応用用紙（単票）

株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書 A4応用用紙（単票）

譲渡所得の内訳書 A4応用用紙（単票）

出力環境・帳票出力環境・帳票
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複数人数で申告業務を分担できるので、
スピーディな申告書作成が実現。
複数人数で申告業務を分担できるので、
スピーディな申告書作成が実現。
Windows2000/NT4.0との統合セキュリティによる
堅固なシステム構築下での運用が可能です。

サ ー バ ー

本体

OS

メモリ

対応ネットワーク

※快適にご利用いただく為により高スペックのCPUを搭載したコンピュータ、並びにより多くの
メモリ搭載をお薦めします。※B4サイズ以上対応レーザープリンタが必要。プリンタドライバの
余白編集が0.00mmの指定が可能なプリンタ。ドットプリンタ、インクジェットプリンタでの単票
印刷は行えません。※必要メモリ容量、ハードディスク容量は、システム環境により異なる場合が
ありますのでご注意ください。詳しくは、弊社までお問い合わせください。※with SQL製品に同
梱されている、Microsoft SQL Server 7.0は「ランタイム-制限使用ソフトウェア」です。したが
って新しいアプリケーション、データベースまたはテーブルなどの開発に使用することはできませ
ん。しかし、既存のテーブルに抽出条件や集計などを実行するツールで使用できます。※with
SQL製品のみ「Microsoft SQL Server 7.0」が同梱されています。また、別途ご用意された
「Microsoft SQL Server 7.0」をセットアップする場合、セットアップ時に指定するソート順は
「バイナリ順」のみサポートしています。※Microsoft SQLServer7.0は4プロセッサまで利用でき、
それ以上のプロセッサはSQLServer7.0 Enterprise Editionでサポートされます。※Microsoft
SQL Server 7.0はMicrosoft SQL Server 6.5との併用はできませんのでご注意ください。詳
しくは、弊社までお問い合わせください。※記載された内容及び製品の使用は改良の為、予告なく
変更する場合があります。※WANでご利用される場合は、弊社事業所までご相談下さい。※Microsoft、
Windowsは米国Microsoft Corporationの米国及びその他の国における登録商標です。※OSが
Windows2000の場合、セットアップはAdministratorsグループのメンバーで行う必要があり
ます。また、WindowsMeのスタンバイモードには対応しておりません。尚、WindowsMe/2000への
対応に関する詳細はOBCホームページ（http://www.obc.co.jp/）または各事業所にてご確認くだ
さい。※Windows2000と記載されているものはWindows2000Professionalの省略です。

PentiumⅡ以上を搭載した
Windows2000Server、
Windows2000 Advanced Server、
WindowsNTServer4.0または、
WindowsNTServer EnterpriseEdition4.0
（ServicePack4以降が必要）が稼動する
コンピュータ（PentiumⅡ400MHｚ以上推奨）
※NEC PC-9821・9801シリーズでの運用はできません。

Pentium133MHz以上を搭載した
Windows2000Professional、
WindowsNTWorkstation4.0または
WindowsMe、Windows98、Windows95が
稼動するコンピュータ（PentiumⅡ以上推奨）
※NEC PC-9821・9801シリーズでの運用はできません。

Windows2000Professional、
WindowsNTWorkstation4.0、
WindowsMe、
Windows98、
Windows95

32MB以上（96MB以上推奨）

WindowsMe/2000/98/95/NTに組み込まれるネットワーク

Windows2000Server、
WindowsNTServer4.0（ServicePack4以降）※
InternetExplorer4.01(ServicePack1以降)が必要※、
※これらのソフトウェアは本製品には同梱されていま
せんので別途ご用意ください。
尚、これらのソフトウェアがインストールされてい
ない場合、本製品のセットアップが正常に行われま
せんのでご注意ください。

Windows2000Server :160MB以上（256MB以上推奨）
WindowsNTServer4.0:  64MB以上（128MB以上推奨）

WindowsMe/2000/98/95/NTに組み込まれるネットワーク

ク ラ イ ア ン ト機器構成

※IDC（INTERNATIONAL DATA CORPORATION）調査データとの比較による。

LANPACK

信頼性
●32bitネイティブモード対応による抜群の安定性
●フォルトトレランス機能により､万一の障害時にすばやい復旧が可能
●独立したメモリー空間での動作のため他のアプリケーションのクラッシュから保護

パフォーマンス
●本格的クライアント／サーバー型分散処理による高パフォーマンス
●マルチプロセッサの導入によりプロセッサ数に応じた性能向上を実現

統合環境
●奉行2000LANPACK with SQL7.0とMicrosSQL Server7.0の統合インストールにより　
アプリケーションに最適なデータベース環境を自動構築。セットアップに要する作業の大幅
な省力化を実現｠(申告奉行2000［内訳書・概況書編］)
●Windows 2000/NT4.0のセキュリティと「申告奉行2000［内訳書・概況書編］」LANPACK
のセキュリティが統合した運用性能

※申告奉行2000［法人税・地方税編］は、SQL7.0のデータベースを使用しておりません。

MS-SQL Server ハードディスク

Webクライアント

Webクライアント

ルーター ルーター

クライアントマシン

申告データ

ルーター

ルーター

TA TA

クライアントマシン
ターミナルサーバー

クライアントマシン

クライアントマシン

クライアントマシン

出力処理

クライアントマシン

プリンタ

プリンタ

ターミナル
クライアント

ターミナル
クライアント

申告書

申告データ

申告データ

多重ジョブ
同時入力
同時処理

おかげさまでSQL Serverの
サーバーライセンス4,500・クライアントライセンス23,000(1997年6月～1999年2月累計)

の出荷実績が業務ソリューション分野で全世界NO.1となりました。

Web Server
Web奉行

※申告奉行2000［法人税・地方税編］LANPACK
は、データベースODEを採用しています。
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■OBCホームページ
『奉行2000シリーズ』に関する商品情報、各種
サービス・展示会・パソコンスクール・オンライン
サポート、他最新情報等に関する様々な情報を
インターネット上でご覧いただけます。

URL http://www.obc.co.jpOBC情報

どこでも安心。しっかり親切。
OBCがお届けするのは、すぐれたソフトウェアだけではありません。
万全のサポートシステム、多彩なユースウェアなど、使う方の身になった豊富なサービスを用意。
製品とともに、つねに確かな安心と信頼をお届けしています。

お客様のさまざまなニーズに応えるさまざまなサポート。多くのサポート体制を整えているので、安心して利用できます。

■年間保守契約（OMSS会員サポートサービス）

■OBC 一般サポートサービス

年間を通じて、税制諸法規の改正にともなう対応プログラムのご提供から、新バージョンソフトのご案内、お問い合わせには
OMSS会員専用サポートセンターのご利用など、あらゆる状況の様々なニーズにきめ細かく対応する多彩な内容をご用意。お客様が
安心してご利用いただけるようにOBCがサポート致します。※詳しい価格、内容はサポートガイドをご覧ください。

弊社ソフトをご購入いただいたお客様にご提供する
サービスです。

●一般サポートセンター
弊社ソフトをご購入いただきユーザー登録を完了された
お客様に、ご利用いただけます。より効果的にソフトを
お使いいただくために、サポートセンターのオペレータ
がお客様のお問い合わせに、丁寧に対応いたします。

導入したばかりの方から、パソコン上級者まで、豊富なスクールを完備。

■訪問指導サービス
（インストラクター派遣サービス・〔導入指南役〕）

専任インストラクターが訪問し弊社製品について指導する
有償サービスです。お客様に合った指導内容を打ち合わ
せた上で、操作方法からシステム運用までマスターする
ことができます。マンツーマン形式の丁寧な
指導ですので、パソコン初心者の方でも安心
して指導を受けることができます。
※詳細につきましては「訪問指導サービス」
カタログをご覧ください。

■実践スクール

全国各地の弊社スクール会場で専任インストラクターによる弊社製品
に関する講習をご受講頂けます。初心者の方から、よりスキルアップ
したいという方までご参加ください。
●導入コース（1日） 導入処理・日常処理の基本操作
●運用コース（1日） 日常処理・管理資料・応用機能等
●パックコース（2日）導入コース＋運用コース
※コースは開催会場によって若干異なることがあります。
※開催会場・日程等詳細につきましては最寄の事業所までお問い合わせください。

■OBC MS CTEC：Microsoft University教育コース

OBCではマイクロソフト株式会社により開発されたセミナーである
「Microsoft University」を開催しています。システムを管理される方、
MCP（マイクロソフト認定技術者）資格取得を目指している方に、マイクロ
ソフト正式認定トレーナーによる講習をご受講頂けるコースです。（訪問指導サービスは、購入しやすいように「導入指南役」

というパッケージとしても販売されていますので、ソフ
トとあわせてご購入頂くことも可能です。）

ユースウェア

以下のサービスはユーザー登録して頂いたお客様のみご利用いただけます。サポートサービス

●ディスク紛失・破損対応
製品のご使用中にプログラムディスクに破損が生じた、又は、紛失さ
れて新しいプログラムディクスをご希望される場合に、その製品の新
しいプログラムディスクをご提供致します。

●マニュアル紛失対応
ご利用製品のマニュアルを紛失された場合、同じマニュアルをご提供
致します。（マニュアルを複数ご提供することはできません。）

●メールサポート
OMSS会員様専用のメールでの製品に関するお問い合わせ受付窓口を
ご用意致しました。メールサポートは、弊社ホームページにて、ご利用
いただけます。なお、ご利用の際には製品の登録番号と12桁のID番号
を入力していただく必要があります。

●その他各種サービスを取り揃えております。

●一般サポートセンター（無償）
●WebFAQ（無償）

●税制諸法規対応（有償）
●ディスク紛失対応（有償）

●マニュアル紛失対応（有償）
●アップグレード（有償）

★東　京 03（5330）8695
勘定シリーズ、償却シリーズ

★東　京 03（5330）8692
給与シリーズ、申告シリーズ、
就業シリーズ、法定調書シリーズ

★東　京 03（5330）8770
商シリーズ、蔵シリーズ

★札　幌 011（221）8780
★仙　台 022（215）8066

★名古屋 052（222）5959
★大　阪 06（6347）7733
★広　島 082（544）2460
★福　岡 092（413）1268

オンラインサポートが�
　新しく追加されました。�

WebFAQ（無償）が�
新しく追加されました。�
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≪年間保守契約サービス内容≫

●OMSS会員専用サポートサービス
『奉行シリーズ』の操作方法などについて電話・FAXで『年間保守契約』
にご加入のお客様のご相談・ご質問にお応えする専用サポート回線
『OMSS会員サポートセンター』を設置しております。オペレータが
丁寧にお答え致します。

｠税制諸法規等改正対応
税法及び関連諸法規等の改正がある場合、迅速に税制改正版プログラム
及び改正にともなう操作マニュアル・ご案内をご提供致します。

●アップグレード
ご利用中の製品の後継となるアップグレード製品が新たに発売された
場合に特別割引料金にてご提供致します。
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